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１．広域避難計画の策定について

計画策定の目的
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平成２３年３月に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故を教
訓として，これまで国の防災基本計画や原子力災害対策指針が修正さ
れてきました。
その中で「原子力災害対策を重点的に実施すべき区域（以下、原子

力災害対策重点区域）」が原子力発電所から概ね３０ｋｍの範囲に拡
大され、原子力災害対策重点区域の範囲に含まれる市町村は「広域避
難計画」を策定することとされました。
鉾田市においては，市内の一部地域が東海第二発電所から概ね３０

ｋｍの範囲に含まれます。
同発電所において重大事故等により原子力災害が発生，又は発生す

る恐れがある場合に，対象区域内の住民等に対する放射線の影響の低
減及び的確な防護措置を実施するため，策定を目指しています。



１．広域避難計画の策定について

計画策定にあたっての基本的な考え方①
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◆避難対象地区
・旭東小学区、旭北小学区、旭西小学区、旭南小学区の一部、
鉾田北小学区の一部

◆避難先の設定
・鉾田市内及び鹿嶋市
（鹿嶋市とは平成３０年３月に避難受け入れに関する協定を締結）
・避難先はＵＰＺ（３０km）の区域外とする。
⇒避難先からの更なる避難を避けるため

◆避難の単位
・基本的な避難単位を地区（行政区）ごととする。
⇒まとまりのある単位で避難先を確保することにより，地域コミュ

ニティの維持を図るため。

※詳細については，添付①「避難元及び避難先一覧（案）」のとおり



１．広域避難計画の策定について

計画策定にあたっての基本的な考え方②

5

◆基幹避難所
・鹿嶋市への避難については，まず基幹となる避難所へ避難する。
基幹避難所で避難者を受入が出来なくなりそうな段階で，別の避難
所へ順次案内をする。
⇒住民の避難や受け入れ先の避難所の開設を円滑に行うため。

◆避難手段
・避難手段については自家用車を基本とする。
・自家用車で避難をしない・できない場合は，公的機関が手配するバ
ス等により避難を行う。

◆避難経路
・国道や県道等の幹線道路を基本とする。
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２．広域避難計画の基本的事項について

原子力災害対策重点区域について①

◆原子力災害対策重点区域は２種類

①ＰＡＺ（Precautionary Action Zone）

“予防的防護措置を準備する区域”
・原子力施設から概ね半径５ｋｍ圏内
・放射性物質が放出される前の段階から予防的に避難を行う区域。

②ＵＰＺ（Urgent Protective Action Planning zone）

“緊急防護措置を準備する区域”
・原子力施設から概ね半径５～３０ｋｍ圏内
・予防的な防護措置を含め，段階的に屋内退避，避難を行う区域。

鉾田市においては一部地域が，東海第二発電所から３０km
圏内に位置し「ＵＰＺ」に該当となり，約１万４千人が避
難等を行う対象者となる。
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２．広域避難計画の基本的事項について

原子力災害対策重点区域について②
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防護措置の基本（ＥＡＬ）

２．広域避難計画の基本的事項について

◆放射性物質放出前は，原子力事業者の通報をもとにＥＡＬ(緊急時活動レベル)に
応じた防護措置を実施 ※EAL(Emergency Action Level)

判
断
基
準(

例)

Ｅ Ａ Ｌ ＯＩＬ

○原子力事業所所在
市町村で震度６弱
以上の地震発生

○原子炉運転中に原
子炉への給水機能
喪失

○全ての交流電源喪失
(30分以上継続)

○給水機能が喪失した場
合の高圧注水系非常用
炉心冷却装置の不作動

○全ての非常用直流電
源喪失(5分以上継続)

○全ての非常用炉心冷
却装置による原子炉
への注水不能

放射性物質
放出後は、
ＯＩＬに
基づく防護
措置を実施

防
護
措
置

住
民 ― 屋内退避準備 屋内退避

要
配
慮
者

― 屋内退避準備
屋内退避
避難準備

警戒事態

事故等の発生

施設敷地緊急事態

事故の拡大

全面緊急事態

重大事故の発生

放射性

物質
放出後

緊急事態
区 分

事 象 の 進 展
事 故 等
の 発 生



全面緊急事態
（放射性物質放出後）※レベルに応じて早期防護措置，緊急防護措置又は屋内退避を継続
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防護措置の基本（ＯＩＬ）

事象の進展
事 故 等
の 発 生

２．広域避難計画の基本的事項について

◆放射性物質放出後は，緊急時モニタリング※による測定結果をもとにＯＩＬ(運用上の
介入レベル)に応じた防護措置を実施 ※OIL(Operational Intervention Level)

緊急事態
区 分

全面緊急事態
(放射性物質放出前)

判
断
基
準

ＥＡＬ ＯＩＬ２ ＯＩＬ１

放射性物質
放出前は、

ＥＡＬに
基づく防護
措置を実施

20μSv/h 500μSv/h

防
護
措
置

早期防護措置

１日以内を目途に区域を特定し，
地域生産物の摂取を制限すると
ともに、１週間以内に一時移転

緊急防護措置

数時間以内に区域を特定し，避難

※緊急時モニタリング
原子力災害発生時には，環境放射線の状況に関する情報を収集し，ＯＩＬに基づく適切な防護措置を実施する目的と
して，各市町村内に設置されたモニタリングポストと呼ばれる固定観測局などで放射線量の測定を行う。
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防護措置の基本（屋内退避）

事 故 の 進 展

２．広域避難計画の基本的事項について

◆屋内退避とは
放射性物質による影響を抑えるために建物内に入ること。
ＵＰＺにおける住民の一番基本的な防護措置。
壁や屋根などの遮へい物により「外部被ばく」を抑える効果と，
建物の気密性により「内部被ばく」を抑える効果がある防護措置

◆屋内退避のときの注意点
・ドアや窓をすべて閉める。
・エアコンや換気扇などを止め，屋外からの空気を入れない。
・市等からの指示があるまで外出をしない。

※放射性物質が放出された場合，屋外で行動する方が被ばくのリスク
が高まる恐れがあるため，建物の気密性や遮へい効果により放射線
の影響を抑えることのできる「屋内退避」をすることが重要。
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避難手段と避難経路について

３．住民等の避難体制について

（凡例）
主な避難経路
その他使用が
想定される避
難経路

国道51号

下太田鉾田線

鉾田茨城線

●自家用車を持っている住民
⇒自家用車を基本とする。

●自家用車を持たない住民
●自家用車を使用しない住民
●要配慮者等
⇒公的機関が手配するバス，福祉

車両により避難。

避難手段

避難経路

●国道や県道等の幹線道路を基本
とする。

鉾田市役所
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３．住民等の避難体制について

ＵＰＺにおける避難の流れ（一般住民：鉾田市内）

（屋内退避）

原 則

（屋内退避）

帰宅が困難な場合

職場等

学校等

職場等

学校等

避 難
退 域 時
検査場所

(基幹)
避難所

職場等

学校等
自 宅

一 時
集合所 避 難

退 域 時
検査場所

(基幹)
避難所

徒歩等
バス等

バス等 バス等

バス等

自家用車

自家用車

自家用車

自家用車
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３．住民等の避難体制について

ＵＰＺにおける避難の流れ（要配慮者）

社会福祉施設等入所者

社 会
福 祉
施 設

避 難
退 域 時
検査場所

バス，福祉車両，
自衛隊車両，ヘリ等 社会福祉施設

福祉避難所

バス，福祉車両，
自衛隊車両，ヘリ等

病院等入院患者

病 院
避 難
退 域 時
検査場所

バス，福祉車両，救急車
自衛隊車両，ヘリ等

バス，福祉車両，救急車
自衛隊車両，ヘリ等

病 院

在宅の避難行動要支援者

在宅の
避難行動
要支援者

避 難
退 域 時
検査場所

自家用車，福祉車両，
バス，自衛隊車両，ヘリ等

（基幹）
避難所
及び

福祉避難所

一 時
集合所

車両，
徒歩等

福祉車両，
自衛隊車両，
バス，ヘリ等

自家用車，福祉車両，
バス，自衛隊車両，
ヘリ等

福祉車両，
自衛隊車両，
バス，ヘリ等

※ 避難支援等関係者のサポートが必要
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４．住民等の避難等に係る広報について

広報の基本方針

◆国，県，市町村等の連携
事故発生時の住民の混乱を防止するため，住民への情報提供や指示の伝達
に関し，国，県，市町村等が密接に連携し迅速に広報を行う。

◆広報手段の効果的な活用
防災行政無線，広報車，テレビ・ラジオ，緊急速報メール，登録制メール，
ホームページ，ＳＮＳ等の様々な手段を効果的に活用する。

◆定期的な情報提供
混乱や誤解の発生等を防止するため，繰り返し定期的に情報を提供する。

◆わかりやすい広報
情報提供の際は，情報の発信元を明確にし，わかりやすい広報を心がける。

事故の状況 放射線の環境への影響

住民がとるべき防護措置(避難，屋内退避)

安定ヨウ素剤の配布，服用

その他注意事項

広報の内容
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４．住民等の避難等に係る広報について

住

民

等

事
故

原
子
力
事
業
所

鉾

田

市

（
災
害
対
策
本
部
）

オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

（
原
子
力
災
害
現
地
対
策
本
部
）

茨

城

県

（
災
害
対
策
本
部
）

・防災行政無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車
・ＳＮＳ
・市ホームページ等

広報手段

・テレビ
・ラジオ
・インターネット等

広報手段

・テレビ
・ラジオ
・インターネット等

広報手段

国
（
原
子
力
災
害
対
策
本
部
）

広報の体制



５．安定ヨウ素剤の配布・服用及び避難退域時検査の実施について

安定ヨウ素剤の配布・服用について（１）
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◆安定ヨウ素剤とは？

原子力施設の重大事故で放出される放射性物質の一つである放射性ヨウ素

が甲状腺に取り込まれるのを抑え，甲状腺の内部被ばくを予防，低減する効果
のある医療用医薬品。ただし，あくまで放射性ヨウ素による影響にのみ効能が
あるものであり，放射性物質全般に対する万能の治療薬ではない。



５．安定ヨウ素剤の配布・服用及び避難退域時検査の実施について

安定ヨウ素剤の配布・服用について（２）
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◆配布対象者

避難対象区域の全住民

◆配布場所の候補

一時集合所のほか，幼稚園，保育園，病院，社会福祉施設，
民間事業所等を候補地として検討を進めている。

※配布場所の選定にあたっては，地理的な偏りがないよう，ま
た，避難経路上で避難の際に容易に立ち寄れること等を考慮
する。

◆配布のタイミング

原則として，原子力規制委員会が原子力施設の状況等を勘案
し，安定ヨウ素剤の配布及び服用の必要性を判断したうえで，
その判断に基づき市が指示を出す。



５．安定ヨウ素剤の配布・服用及び避難退域時検査の実施について

安定ヨウ素剤の配布・服用について（３）
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◆服用量

対象者
ヨウ素量
（mg）

ヨウ化カリウム量
（mg）

ヨウ化カリウム製剤

生後1か月未満 12.5 16.3 ゼリー剤(16.3mg)1包

生後1か月以上
3歳未満

25 32.5
ゼリー剤(16.3mg)2包

又はゼリー剤(32.5mg)1包

3歳以上13歳未満 38 50 丸剤(50mg)1丸

13歳以上 76 100 丸剤(50mg)2丸

◆服用の時期と効果の関係

服用の時期
被ばく24時間前
～被ばく後2時間

被ばく後8時間 被ばく後16時間以降

服用の効果 90％以上 約40％ ほとんどない

◆服用の回数・・・原則１回



５．安定ヨウ素剤の配布・服用及び避難退域時検査の実施について

避難退域時検査について（１）
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◆避難退域時検査とは？

避難の過程において，体の表面に放射性物質が付着していないかを確認
するための検査。検査の結果，基準値以上の汚染があった場合は除染を行う。

◆検査場所
・原子力災害対策重点区域（30km）の境界周辺
・避難をする住民が避難所まで移動する経路に面する場所
※現在，茨城県が選定中

◆検査の対象

・避難指示に基づき区域から避難等をする住民
（労働者や観光客等の一時滞在者を含む）

・「車両」「住民」「携行品」等



◆避難時における検査の流れ

避難退域時検査場所
・放射性物質が車や体の表面などに

付着していないか確認
・汚染がある場合は除染を実施

５．安定ヨウ素剤の配布・服用及び避難退域時検査の実施について

避難退域時検査について（２）
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◆避難退域時検査場所における検査の流れ

※車両に放射性物質が付着している場合には，車両を除染する。

自宅等 避難所

一 時
集合所

自家用車 自家用車

バス等 バス等徒歩等

①
車に放射性物
質が付着して
いるか？

②
代表者に放射
性物質が付着
しているか？

③
車に乗ってい
る人に放射性
物質が付着し
ているか？

④
簡易除染後も
放射性物質が
付着している
か？

「検査済証」を受け取って引き続き避難

避難所等へ

医療機関等へ
搬送して除染
を実施

ＹＥＳ ＹＥＳ ＹＥＳ ＹＥＳ

ＮＯ ＮＯ ＮＯ ＮＯ
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６．避難所の開設と運営等について

避難所の開設と運営

◆開 設
避難初期段階において「避難所の開設」「避難者の受入業務」については，

避難先市町村が行う。

◆運 営
可能な限り早期に職員を避難所に派遣し，避難先市町村から避難所の運営の

移管を完了させる。

◆避難物資の確保
市や県が備蓄している物資のほか，必要に応じて国や関係事業者，避難先の

市町村に要請をして迅速に確保する。

◆避難者名簿の作成
◆行政窓口の設置
◆避難が長期化した場合の対応
国・県と連携し，避難者がホテルや旅館等へ移動できるように，あらかじめ

体制を整備する。
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７．複合災害への当面の対応について

複合災害への当面の対応

◆避難先が被災した場合の対応

・避難先の被災状況，避難受入の可否の確認を早急に行う。
・避難先が被災した場合に備え，あらかじめ第二の避難先を確保して

おく。
⇒現在，茨城県が調整中

◆道路が被災した場合の対応

・被災し通行不能となった道路等の情報について，迅速に提供する。

・避難経路が被災した場合に備え，あらかじめ代替避難経路を確保し
ておく。
⇒現在，茨城県が調整中
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８．今後の課題について

今後の課題

◆避難退域時検査体制の具体化
・検査を実施する要員の確保，資機材の調達，実施場所の確保
◆安定ヨウ素剤の配布体制の具体化
・緊急時における効率的な配布方法
◆複合災害への対応
・複合災害時における第二の避難先の確保
◆避難行動要支援者の避難体制の整備
・在宅の避難行動要支援者の支援体制，避難所における避難生活の
具体的な支援方法

課題については今後も検討を継続し，その都度，本計画の見直しを
行っていく。
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